Analysis of the Demand and Supply of the Long-Term Care Service from Perspective of Quasi-Market by 田 栄富 et al.
－ 27 －－ 27 －






























 1  寧波財経学院国際経済貿易学院講師。
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ビスの費用を 9 割保険給付，1 割自己負担と明確にしたことから，介護サービスに対する需要は一気に
32
－ 33 －－ 32 －





　被保険者は第 1 号被保険者（65歳以上）と第 2 号被保険者（40歳－64歳）に分けられる。第 2 号被保
険者に対しては介護認定及び利用は厳しく制限されている４。2001年 3 月末，第 2 号被保険者の要介護




 3  介護保険制度導入の初期では，利用者本人負担は原則として 1 割であり，2015年 8 月，2018年 8 月から一定
の所得が超えるサービス利用者の本人負担はそれぞれ 2 割と 3 割に引き上げている。介護保険制度の応益負担
から応能負担への実質的な逆戻りである。










被保険者は第 1 号被保険者（65 歳以上 と第 2 号被保険者（40 歳‐64 歳）に分けられ
る。第 2 号被保険者に対しては介護認定及び利用は厳しく制限されている4。2001 年 3 月
末，第 2 号被保険者の要介護（要支援）の認定人数は約 9 万人（全体 256 万人），2018 年
3 月末約 13 万人（全体約 641 万人），介護給付費も 2000 年度の 782.7 億円（全体 3.2 兆円）
から 2017 年度の 1598 億円（全体 9.7 兆円）しか増えていない。つまり介護サービスの総
需要に大きく影響するのはやはり第 1 号被保険者の要介護（要支援）動向である。従って，









２．１．１  第 1 号被保険者数の変化 
表 1 が示しているように，2001 年から 2018 年まで第１号被保険者数は大幅に増加した。
特に，後期高齢者（75 歳以上）の増加が顕著であり，その中の 85 歳以上の高齢者も急速
に増えている。いずれの階級においても女性の被保険者数は男性より多いが，増加ペース
                                                             














































































表 1 　第 1 号被保険者数の変動
総数 65歳以上 75歳以上 85歳以上
2001年 2287 953 238
2018年 3557 1796 570
増加倍数 1.56 1.88 2.39
男性
2001年 962 342 69
2018年 1545 705 176
増加倍数 1.61 2.06 2.55
女性
2001年 1325 611 169
2018年 2012 1091 393
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（表 1 ，図 3 ）。社人研の人口推計データによれば，85歳以上の女性人口が2063年に748.1万人に達し，
要介護（要支援）認定率を押し上げる可能性もありうる。










いることがわかる（表 1，図 3）。社人研の人口推計データによれば，85 歳以上の女性人








2017 年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した『第 22 回生命表』によると，男性平均寿命は
80.75 歳，女性は 86.99 歳となり，ともに最高記録を更新した。平均寿命の延びで不健康
寿命も延びている。日本内閣府が公表した『平成 29 年高齢社会白書』によれば，2001 年




































































75 歳以上認定率 31.7%  















 5  詳しくは中村，菅原（2016）を参照。








いることがわかる（表 1，図 3）。社人研の人口推計データによれば，85 歳以上の女性人








2017 年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した『第 22 回生命表』によると，男性平均寿命は
80.75 歳，女性は 86.99 歳となり，ともに最高記録を更新した。平均寿命の延びで不健康
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75 歳以上認定率 31.7%  
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　介護保険制度が導入された初期，要介護度の低い要支援 1 から要介護 2 までの認定者数が2000年度の










未来人口推測（2017 年 4 月推測）』。 
注：各年齢階級別認定率＝各年齢階級別認定者数÷各年齢階級被保険者数。要介護（要支援）認定人 



















図 4 受給率の年次推移（％） 
出所：厚生労働省『介護給付費等実態統計（年報）』各年版。 
                                                             
5詳しくは中村，菅原（2016）を参照。 


























































































要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 
支給限度基準額
（単位）
5003 10473 16692 19616 26931 30806 36065
受給者平均給付
単位数
1335.8 2204.9 7418.4 10398.0 15628.9 19049.2 23649.8














注：受給率は各年度 4 月の数値である。 
 










（公費の本人負担額を含む）の合計額，各年 4 月審査分である。 
 
介護保険制度が導入された初期，要介護度の低い要支援１から要介護 2 までの認定者数









表 2 要介護（要支援）状態区分別の居宅サービス受給者平均給付単位数・平均利用率 
  介護予防サービス 介護サービス 
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総数 男 女 総数 男 女
65～69歳 936.6 453 483.4 870.2 427.3 442.9
70～74歳 824.2 387.7 436.6 835.6 401.6 434.1
75～79歳 693.3 310.3 383 673.4 312 361.4
80～84歳 534 218.7 315.3 556.6 242.7 314
85～89歳 351.9 122.8 229.3 454.4 177.4 276.9
90～94歳 167.8  45.4 122.2 372.3 120.9 251.3
95～99歳  45.5 　8  37.6 136.9  34.4 102.4
100歳以上 　7.2 　0.9 　6.2  35.8 　6.1  29.6
65歳以上 3560.5 1546.8 2013.6 3935.2 1722.4 2212.6






70～74 歳 824.2 387.7 436.6 835.6 401.6 434.1 
75～79 歳 693.3 310.3 383 673.4 312 361.4 
80～84 歳 534 218.7 315.3 556.6 242.7 314 
85～89 歳 351.9 122.8 229.3 454.4 177.4 276.9 
90～94 歳 167.8 45.4 122.2 372.3 120.9 251.3 
95～99 歳 45.5 8 37.6 136.9 34.4 102.4 
100 歳以上 7.2 0.9 6.2 35.8 6.1 29.6 
65 歳以上 3560.5 1546.8 2013.6 3935.2 1722.4 2212.6 





图 6 2020～2065 年要介護（要支援）認定予測人数 
出所：筆者の計測データのもとに作成。 
注：推測に関して各年齢階級及び人口構造変化などの要因を考慮し，65 歳以上の高齢者を男女ご 
とに 65～69 歳，70～74 歳，75～79 歳，80～84 歳，85～89 歳和 90 歳以上の 6 年齢階級に分け，










































































増加した。2061年には日本の総人口は9189.7万人と予測され，国民の 9 人に約 1 人が要介護（要支援）
認定者となるという計算である。






男 女 男 女 男 女
総数 168.6 391.8 236.7 545.0 256.1 580.2
65～79歳  56.7  70.1  55.3  64.9  41.8  48.5
80歳以上 111.9 321.7 181.4 480.1 214.3 531.7













 8  日本国立社会保障・人口問題研究所『2018年度社会保障費用統計』。
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2000年① 2005年 2010年 2017年② ②／①
施設・事業所 129103 260891 328268 376861 2.92
訪問介護 9833 20618 26685 35311 3.59
訪問看護ステーション 4730 5309 5864 10305 2.18
通所介護 8037 17652 25847 23597 2.94
通所リハビリテーション 4911 6093 6551 7915 1.61
短期入所生活介護 4515 6216 7778 11205 2.48
認知症対応型共同生活介護 675 7084 9995 13346 19.77
福祉用具貸与 2685 6317 7001 8012 2.98
居宅介護支援 17176 27304 32404 41273 2.40
介護保険施設 10992 12213 11914 13409 1.22
出所：厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』平成12，17，22，29年度。
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訪問介護 100 0.3 … 18.2 6.2 1.4 2.3 66.2 5.0 0.4
訪問看護ステーション 100 2.1 2.0 6.7 27.3 8.2 1.9 49.6 1.6 0.6
通所介護 100 0.5 … 38.8 8.3 0.6 1.6 48.5 1.6 0.1
通所リハビリテーション 100 2.7 1.3 8.3 77.3 2.7 … 0.1 … 7.6
短期入所生活介護 100 1.7 … 83.4 3.5 0.1 0.4 10.3 0.4 0.2
短期入所療養介護 100 3.8 1.6 11.9 77.6 2.9 … － … 2.1
特定施設入居者生活介護 100 0.8 … 23.8 6.2 0.6 0.4 67.4 0.4 0.6
福祉用具貸与 100 0.0 … 2.3 1.3 0.4 1.5 93.5 0.7 0.3
特定福祉用具販売 100 － … 1.8 1.0 0.4 1.5 94.5 0.7 0.3
地域密着型サービス事業所
地域密着型通所介護 100 0.3 … 11.7 3.9 0.9 1.1 75.3 6.3 0.5
認知症対応型共同生活介護 100 0.1 … 24.4 16.5 0.4 0.6 53.6 4.3 0.2
介護予防支援事業所 100 24.5 … 55.2 13.6 3.4 1.1 1.5 0.6 0.3














施設・事業所 260891 376861 　 44.5
訪問介護 20618 53.9 35311 66.2 71.3
訪問入浴介護 2402 34.8 1993 61.6 -17.0
訪問看護ステーション 5309 15.3 10305 49.6 94.1
通所介護 17652 31.4 23597 48.5 33.7
認知症対応型共同生活介護 7084 50.5 13346 53.6 88.4
特定施設入所者生活介護 1375 79.5 5010 67.4 264.4
福祉用具貸与 6317 88.6 8012 93.5 26.8



























図 7 介護職員の推移と増加率 
出所：厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』各年度版。 
注：各種数値は当年度 10 月 1 日の値，2017 年の介護職員数は推計値である。 
 
介護サービス業界の雇用にはいくつかの特徴がある。まず，公益財団法人介護労働安定
センター『平成 28 年度介護労働実態調査』によれば，2016 年の介護従事者の性別は男性
が 20.5%，女性が 79.5%である。2006 年の 19.5%，80.1%とほぼ変わらず，依然として女






勤続 1 年未満で離職し，勤続 3 年未満では 77.2％に達している。離職率の高さは正規雇用
か非正規雇用かに関わらない（田，王 2019）。 
 
表 8 介護従業員の就業形態及び性別の割合（％） 
  従業員 訪問介護員 施設介護職員 
2016 正社員 非正社員 正社員 非正社員 正社員 非正社員 
男 29.1 9.4 24.6 5 33.1 13.1 
女 70.9 90.6 75.4 95 66.9 86.9 
合計 54.7 44 22.7 76 59.6 39.6 
2006 正社員 非正社員 正社員 非正社員 正社員 非正社員 
男 26.9 10.6 18.8 2.8 27.9 13.1 
女 73.1 89.4 81.2 94.4 72.1 86.9 
合計 49.2 50.1 17.2 82.4 57.6 41.9 
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2016 正社員 非正社員 正社員 非正社員 正社員 非正社員
男 29.1 9.4 24.6 5 33.1 13.1
女 70.9 90.6 75.4 95 66.9 86.9
合計 54.7 44 22.7 76 59.6 39.6
2006 正社員 非正社員 正社員 非正社員 正社員 非正社員
男 26.9 10.6 18.8 2.8 27.9 13.1
女 73.1 89.4 81.2 94.4 72.1 86.9






































金構造基本統計調査』によると，全産業平均賃金 40.8 万円（平均年齢 42.2 歳）に対し介
護サービス業は 26.7 万円（平均年齢 41.1 歳）しかない。勤続年数を考慮してもその賃金
格差が明らかである。介護仕事のハードさに対し賃金が低いことが職員離職の重要な原因
となっている（周 2009，村田 2011）。低賃金の原因は介護サービス業が生産性の低い労働
集約的産業であることに帰する（田，王 2019 ，田，盧 2019 ）。 
最後に，介護の有効求人倍率と失業率との間には強い負の相関（‐0.945）が観察されて
いる（図 8 参照）。日本経済の回復に伴って平均失業率が 2010 年の 5.1％から 2018 年の
2.4％に低下した一方で，2018 年の全産業の平均有効求人倍率は 1.61 倍に上昇し，バブル




2015 年 6 月 24 日，厚生労働省は 2025 年までの介護人材の最終予測結果を公表した。
予測によれば 2025年に必要な介護職員数 253万人に対して，供給は 215.2万人 留まり，
37.7 万人の不足となる。一方，2018 年 5 月 1 日に公表した「第 7 期介護保険事業計画」
では，2025 年までの介護人材の新規需要は 55 万人増で，供給ギャップ 33.7 万人の不足と
なり，そのギャップを埋めるために毎年 6 万人のペースで介護人材を増やす必要が指摘さ




図 8 失業率と有効求人倍率の変化 
出所：厚生労働省『職業安定業務統計』，総務省『労働力調査』。 
                                                             
11厚生労働省「一般職業紹介状況（平成 30 年 9 月分）について」。有効求人倍率 4.16 ということは求
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上がった13。既に第 1 号被保険者の一部高所得者について介護サービス利用時の 2 割と 3 割の本人負担
が導入されている。第 2 号被保険者の介護保険料総報酬割制度も2017年 8 月から段階的に実施され，約
1,272万人の介護保険料の負担が増加する。2019年度の介護予算案では介護総費用が11.7兆円，介護給
付費が10.8兆円となっている。2025年には団塊世代が後期高齢者になることから介護総費用はさらに増え
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４．３  介護サービス市場の均衡決定及び調整 


















図 10 介護報酬改定と老人福祉・介護事業の倒産件数 
出所：老人福祉・介護事業の倒産件数は東京商工リサーチの調べ，介護報酬改定は厚生労働省。 
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５．１  介護財政問題 
2018 年 9 月 15 日現在，日本では 65 歳以上の人口が総人口の 28.1％を占めている。厚
生労働省の資料によると14，65 歳以上の高齢者数は 2025 年に 3,677 万人，2042 年には
ピークを迎え（3,935 万人），75 歳以上の後期高齢者の割合も 2055 年には 25％を超える
見込みである。さらに，65 歳以上の認知症高齢者も増加して，2012 年の 462 万人（15％）
から 2025 年には約 700 万人（25％）に増える15。また，全世帯のうち高齢単独世帯や夫





図 11 要介護（要支援）認定者数及び需給者数の予測 
出所：日本国立社会保障・人口研究所『日本未来人口推測（2017 年 4 月推測）』，日本厚生労働省『介
護保険事業状況月報』及び『介護給付費等実態調査月報』のデータから筆者作成。 
注：推測に関してまず各年齢階級の要介護認定率及び受給率の開きが大きいこと及び人口構造変化 
などの要因を考慮し，65 歳以上の高齢者を男女ごとに 65-69 歳，70-74 歳，75-79 歳，80-84 歳， 
                                                             
14厚生労働省「介護保険制度をめぐる状況について」社会保障審議会介護保険部会（第 75 回）資料 3。 
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　介護総費用の45％を占める保険料については，第 1 号と第 2 号被保険者がその人口比率に応じて負担
している。第１期介護保険事業計画では第 1 号，第 2 号被保険者の負担は17％と33％であったが，高齢
者増加によって，第 7 期にはその比率は23％と27％に変わっている。第 1 号被保険者の全国平均保険料
は当初の毎月2,911円から現在の5,869円に上昇した。厚生労働省の計画では2025年に月額7,200円，2040
年にはおよそ9,200円と見込まれている。第 2 号被保険者の平均保険料も2075円から5,659円に跳ね上




































て上昇し（図 12），2065 年にはそれぞれ 22.1％と 18.6％に達する。厚生労働省の試算結果
によれば，2018 年介護業界の就業者数は約 304 万人（就業者数全体 6,580 万人）であり，
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